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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第57期

第３四半期連結
累計期間

第58期
第３四半期連結
累計期間

第57期

会計期間
自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日

自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日

自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日

売上高（百万円） 45,627 48,662 69,605

経常利益（百万円） 2,150 3,343 3,135

四半期（当期）純利益（百万円） 1,275 1,629 1,836

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
1,270 1,617 1,830

純資産額（百万円） 15,962 17,573 16,523

総資産額（百万円） 48,245 49,454 52,315

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
15.83 20.23 22.80　

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 33.1 35.5 31.6

　

回次
第57期

第３四半期連結
会計期間

第58期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日

自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額

（円）
6.90 12.30

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。

３．第57期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。　

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。　 

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。　　

（１）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、新興国の経済成長等に伴う外需に支えられる一方、電力供給の

制約や円高の定着、欧米での景気減速懸念、中東での政情不安の拡大、さらには新興国のインフレなどにより、先行

きは一段と不透明感が増してきております。　

当社グループを取り巻く事業環境につきましては、水処理関連事業に係る公共投資は引き続き縮減傾向にあるも

のの、廃棄物処理関連事業に係る公共投資は回復傾向にあります。また、化学・食品機械関連事業などに係る一部の

国内民間設備投資には持ち直しが見られるものの、国内生産拠点の統廃合や海外シフトに伴い、国内の新規設備投

資は低調に推移しております。一方で、東日本大震災の影響による国の予算、エネルギー政策の変化、国内生産拠点

の海外シフトの加速等により、今後、事業環境が大きく変化する可能性があると認識しております。

このような状況のもと、当社グループでは、2010年４月に策定した「2015年度中期ビジョン」で掲げた2015年度

における連結売上高1,000億円、連結経常利益50億円の達成に向け、重点課題である「国内市場での事業基盤の強

化」、「海外市場への進出・拡販」、「新規メニュー・事業の創出」に沿って、諸施策を着実に遂行しております。

まず、国内においては、震災に対する支援及び復旧・復興工事に最優先で取り組んでおり、震災の被害を受けた都

市ごみ焼却施設及び水処理設備等の復旧工事を実施するとともに、本格復興に向けた提案活動をスタートさせてお

ります。また、当第３四半期連結累計期間においては、芳賀地区広域行政事務組合（栃木県）向け広域ごみ処理施設

整備・運営事業やＰＣＢ無害化処理施設建設工事などの大型案件を受注いたしました。加えて、アフターサービス

分野の受注拡大やＰＰＰ（官民連携）及びＰＦＩスキームでの提案活動を通じたプロジェクト構築などによる事

業基盤の強化に引き続き注力しております。化学・食品機械関連事業においては、主力製品であるグラスライニン

グ製機器の受注は引き続き持ち直し傾向にあるものの、その度合いは軟化しつつあります。

次に、海外においては、ベトナム、インド、欧州を核に、現地企業、自治体などとの連携を図りつつ、事業展開を進め

ております。特に、ベトナムでは「水・インフラ事業の海外展開等に関する相互協力協定書」に基づき、当社と協力

関係にある神戸市のインフラ整備・事業運営の知見と当社の技術を組み合わせた上・下水道ビジネスを推進して

おります。加えて、ベトナム国内の工業団地における用水・排水処理に係るトータルソリューションビジネスの強

化を目指しており、同国ドンナイ省のロンドウック工業団地事業への参画に続き、同国ロンアン省において、独立行

政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）の海外投融資スキームを活用した環境配慮型工業団地におけるユーティリ

ティー供給・維持管理事業の事業化調査を開始しております。

更に、新規メニュー・事業の創出においては、昨年７月に「微量ＰＣＢ再生事業推進室」を新設し、微量ＰＣＢ汚

染油再生ビジネスの事業化に取り組んでおります。また、国土交通省の下水道革新的技術実証事業（Ｂ－ＤＡＳＨ

プロジェクト）に、神戸市と共同で提案したバイオ天然ガス化技術を活用した「神戸市東灘処理場再生可能エネル

ギー生産・革新的技術実証事業－ＫＯＢＥ グリーン・スイーツプロジェクト－」が採択され、実証運転に向けて

推進しております。 
　
当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、受注高は、廃棄物処理関連事業における新規大型案件の受注

に加え、化学・食品機械関連事業での市況持ち直しに伴う受注増などにより、前年同期に比べ30.6％増の65,770百

万円（内、海外1,608百万円）となり、受注残高は前年同期に比べ17.2％増の52,132百万円（内、海外1,695百万円）

となりました。

一方、売上高は、水処理関連事業では減収となったものの、廃棄物処理関連事業及び化学・食品機械関連事業での

増収に加え、震災復旧工事などもあり、前年同期に比べ6.7％増の48,662百万円（内、海外2,391百万円）となりまし

た。経常利益は、廃棄物処理関連事業及び化学・食品機械関連事業の増収、アフターサービス分野での堅調な収益に

加え、コストダウン努力などにより、前年同期に比べ55.5％増の3,343百万円となりました。また、四半期純利益は、

特別損失の計上や法人税等を差し引いた結果、前年同期に比べ354百万円増の1,629百万円となりました。

報告セグメントごとの業績は次のとおりです。

（水処理関連事業）

水処理関連事業につきましては、下水処理や民需水処理の建設案件の売上が集中した前年同期に比べ、売上高は

2,800百万円減の24,991百万円となり、経常利益は前年同期に比べ458百万円減の44百万円となりました。
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（廃棄物処理関連事業）

廃棄物処理関連事業につきましては、既受注大型案件の建設工事の進捗に加え、コストダウン効果などもあり、売

上高は前年同期に比べ4,219百万円増の17,344百万円となり、経常利益は前年同期に比べ1,411百万円増の3,048百

万円となりました。

（化学・食品機械関連事業）

化学・食品機械関連事業につきましては、主力製品であるグラスライニング製機器の市況の持ち直しに伴う受注

高及び受注採算の改善などにより、売上高は前年同期に比べ1,616百万円増の6,327百万円、経常利益は254百万円

（前年同期は30百万円の損失）となりました。　

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題　

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題につきましては重要な変更はありません。

（３）研究開発活動　

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動に係る費用は1,360百万円であります。

　また、当第３四半期連結累計期間における研究開発活動の状況での変更内容は、次のとおりであります。　

（水処理関連事業）

　神戸市と当社から構成される共同研究体は、大阪瓦斯株式会社の協力のもと、国土交通省が公募した下水道革新

的技術実証事業に、「神戸市東灘処理場再生可能エネルギー生産・革新的技術実証事業－ＫＯＢＥ グリーン・

スイーツプロジェクト－」を提案し、採択されました。今年度は神戸市東灘処理場において実証設備を建設し、運

転データを取得いたします。

　＜共同研究体の主な提案内容＞　

下水道に好適な食品系（スイーツ）・木質系等（グリーン）の地域バイオマスを、神戸市東灘処理場に受入れ、

下水汚泥と混合することにより、バイオガス発生量を増加させ、同処理場を「地産地消型の再生可能エネルギー 

供給拠点」とすることを目指す。

（４）従業員数

　連結会社の従業員数合計は前期末に比べて414名増加し、1,924名となりました。

　これは主に水処理施設及び廃棄物処理施設の運転維持管理要員の新規採用及び臨時雇用者等の正社員化を行った

ことにより、水処理関連事業及び廃棄物処理関連事業の従業員数が増加しております。

（５）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し　

当社グループを取り巻く事業環境につきましては、国内では、公共投資の縮減、電力供給の制約や生産拠点の海外

シフトなどによる民間設備投資の低迷や雇用情勢の悪化なども懸念されます。一方、海外では、新興国でのインフレ

進行による短期的な引き締めはあるものの、中長期的には社会インフラ・産業インフラへの投資は継続するものと

思われます。

こうした環境のもと、当社グループでは、震災復興へ貢献しつつ、国のエネルギー政策の見直しなどの事業環境の

変化を先取りしながら、「2015年度中期ビジョン」の達成に向けた取り組みを加速してまいります。

（６）経営者の問題意識と今後の方針　　

当社グループを取り巻く事業環境が依然として厳しい状況の中、当社グループは以下の事業に係るさまざまなリ

スクをコントロールしつつ取り組んでまいります。

　①国内での事業環境変化

　②海外での事業環境変化

　③子会社等が展開する事業での事業環境変化

　④資機材調達コストの変動

　⑤販売後の製品保証

  ⑥災害・事故の発生

　⑦環境法規制等の変化

引き続き、当社グループの総力をあげて重点施策に取り組むとともに、リスク管理やコンプライアンスを重視し

た経営を徹底していく所存であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 260,000,000

無議決権株式 60,000,000

計 320,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年２月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 80,600,000 80,600,000
大阪証券取引所

市場第二部

単元株式数は

1,000株でありま

す。　

計 80,600,000 80,600,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成23年10月１日～

平成23年12月31日
－ 80,600,000 － 6,020 － 3,326

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】　

 平成23年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 14,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 80,559,000 80,559 （注）

単元未満株式 普通株式 27,000 － －

発行済株式総数 80,600,000 － －

総株主の議決権 － 80,559 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、2,000株（議決権２個）含まれ

ております。

②【自己株式等】

 平成23年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社神鋼環境

ソリューション

神戸市中央区脇浜町

１丁目４番78号　
14,000  － 14,000 0.02

計 － 14,000  － 14,000 0.02

　（注）当第３四半期会計期間末に所有している自己株式は14,255株であります。

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。　 

（1）役職の異動　

　新役名及び職名 　旧役名及び職名　 　氏名 異動年月日　

　取締役

　常務執行役員　

デュッセルドルフ事

務所の総括、品質安

全環境部、微量ＰＣ

Ｂ再生事業推進室の

担当、商品市場・技

術開発センター長、

技術研究所長

　取締役

　常務執行役員　

デュッセルドルフ事

務所の総括、商品市

場・技術開発セン

ター長、技術研究所

長、品質安全環境部

の担当

　淨弘　明彦 　平成23年７月１日　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平成

23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 920 724

受取手形及び売掛金 27,498 21,043

商品及び製品 6 8

仕掛品 1,659 2,248

原材料及び貯蔵品 363 433

繰延税金資産 3,194 2,429

短期貸付金 1,872 3,216

その他 678 1,011

貸倒引当金 △75 △52

流動資産合計 36,117 31,062

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 14,015 14,446

減価償却累計額 △6,551 △6,899

建物及び構築物（純額） 7,463 7,547

機械装置及び運搬具 7,326 7,835

減価償却累計額 △5,073 △5,333

機械装置及び運搬具（純額） 2,253 2,501

土地 3,742 3,734

建設仮勘定 320 41

その他 1,467 1,392

減価償却累計額 △1,260 △1,209

その他（純額） 207 182

有形固定資産合計 13,987 14,007

無形固定資産 427 450

投資その他の資産

投資有価証券 290 670

繰延税金資産 180 474

その他 1,442 2,919

貸倒引当金 △129 △130

投資その他の資産合計 1,783 3,933

固定資産合計 16,197 18,391

資産合計 52,315 49,454
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 18,490 16,479

短期借入金 285 285

未払法人税等 1,768 421

未払費用 2,063 1,028

前受金 1,449 1,842

製品保証引当金 4,224 4,037

工事損失引当金 410 283

その他 2,526 1,446

流動負債合計 31,217 25,823

固定負債

長期借入金 979 766

リース債務 728 703

退職給付引当金 2,161 3,974

役員退職慰労引当金 371 38

特定事業損失引当金 334 287

その他 － 286

固定負債合計 4,575 6,057

負債合計 35,792 31,881

純資産の部

株主資本

資本金 6,020 6,020

資本剰余金 3,326 3,326

利益剰余金 7,169 8,235

自己株式 △3 △3

株主資本合計 16,512 17,578

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △0 △9

繰延ヘッジ損益 1 △2

その他の包括利益累計額合計 1 △12

少数株主持分 8 6

純資産合計 16,523 17,573

負債純資産合計 52,315 49,454
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

売上高 45,627 48,662

売上原価 37,351 38,381

売上総利益 8,276 10,280

販売費及び一般管理費 6,100 6,917

営業利益 2,175 3,363

営業外収益

受取利息 15 15

受取配当金 13 8

貸倒引当金戻入額 － 22

分析料収入 8 9

その他 27 16

営業外収益合計 65 72

営業外費用

支払利息 54 52

固定資産除却損 5 19

その他 30 20

営業外費用合計 90 92

経常利益 2,150 3,343

特別利益

貸倒引当金戻入額 48 －

特別利益合計 48 －

特別損失

転籍受入関連費用 － ※1
 242

退職給付費用 － ※2
 150

特別損失合計 － 393

税金等調整前四半期純利益 2,198 2,949

法人税、住民税及び事業税 781 839

法人税等調整額 140 479

法人税等合計 921 1,318

少数株主損益調整前四半期純利益 1,277 1,630

少数株主利益 1 0

四半期純利益 1,275 1,629
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,277 1,630

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △14 △8

繰延ヘッジ損益 7 △4

その他の包括利益合計 △6 △13

四半期包括利益 1,270 1,617

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,268 1,616

少数株主に係る四半期包括利益 1 0
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間において適用した特有の会計処理はありません。

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）　

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　なお、「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第14号）に基づき、当第３四半期

連結累計期間の「貸倒引当金戻入額」は、営業外収益の部に計上しておりますが、前第３四半期連結累計期間については

遡及処理を行っておりません。
　

（退職給付債務計算方法の変更）

　連結子会社１社は、臨時雇用者等の正社員化を行ったことによる従業員数増加に伴い、第２四半期連結会計期間より、

退職給付債務の計算方法を簡便法から原則法に変更しております。この計算方法の変更に伴う差額150百万円は、「退職

給付費用」として特別損失に計上しております。

　この変更により、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は10百万円減少し、税金等調整前四半期純利益は

161百万円減少しております。

　なお、セグメント損益に与える影響は軽微であります。　

　

（退職給付引当金）

当社は、従来、退職給付制度として適格退職年金制度を採用しておりましたが、平成23年10月１日より確定給付年金制

度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用しております。

当該移行に伴い、「退職給付引当金」「前払年金費用（投資その他の資産の「その他」）」が1,452百万円増加して

おります。損益に与える影響は軽微であります。　

　

【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

※１.　臨時雇用者等の正社員化に伴う転籍受入関連費用であります。

　

※２.　連結子会社１社は、臨時雇用者等の正社員化を行ったことによる従業員数増加に伴い、第２四半期連結会計期間よ

り退職給付債務の計算方法を簡便法から原則法に変更しております。この計算方法の変更に伴う差額を退職給付

費用として計上しております。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）　

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）　

減価償却費 889百万円 874百万円

のれんの償却額 9　 9 　

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

配当金支払額

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 322 4.0平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

配当金支払額
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 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 564 7.0平成23年３月31日平成23年６月30日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　 　（単位：百万円）

 

報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

水処理
関連事業

廃棄物処理
関連事業

　
化学・
食品機械
関連事業
　

計

売上高       

外部顧客への売上高 27,79213,124 4,710 45,627 － 45,627
セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － 0 0 △0 －

計 27,79213,124 4,711 45,627 △0 45,627

セグメント損益 502 1,637 △30 2,109 41 2,150

（注）１．セグメント損益の調整額41百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用及び営業外収益等

であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費（報告セグメントへの配賦差

額を含む）及び研究開発費であります。

２．セグメント損益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　 　（単位：百万円）

 

報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

水処理
関連事業

廃棄物処理
関連事業

　
化学・
食品機械
関連事業
　

計

売上高       

外部顧客への売上高 24,99117,344 6,326 48,662 － 48,662
セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － 1 1 △1 －

計 24,99117,344 6,327 48,663 △1 48,662

セグメント損益 44 3,048 254 3,346 △3 3,343

（注）１．セグメント損益の調整額△３百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用及び営業外収益

等であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費（報告セグメントへの配賦

差額を含む）及び研究開発費であります。

２．セグメント損益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません。

　　

EDINET提出書類

株式会社神鋼環境ソリューション(E01700)

四半期報告書

14/17



（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 15円83銭 20円23銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額（百万円） 1,275 1,629

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 1,275 1,629

普通株式の期中平均株式数（千株） 80,586 80,585

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年２月10日

株式会社神鋼環境ソリューション

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 北山　久恵　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中島　久木　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株
式会社神鋼環境ソリューションの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四
半期連結会計期間（平成23年10月１日から平成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成
23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照
表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠し
て四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財
務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して
実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国
において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて
限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に
公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社神鋼環境ソリューション及
び連結子会社の平成23年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の
経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
　

以　上　
　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は
当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含んでおりません。
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